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１．はじめに 

 
 わが国の総人口は既に減少傾向にあり、今後、都市の

開発圧力も次第に弱まっていくことが予想される。こう

した中で、都市の利用効率を高めて緑地を生み出し、暮

らしやすい都市空間を創り出すことは、都市再生の観点

から重要な政策であると言える。また、都市開発によっ

て失われた緑地を取り戻し、これによって悪化した水循

環や生態系を蘇らせることは、自然再生の観点からも重

要な政策であると言える。 
 ところが、こうした都市緑地化を推進するためには、

既に開発した宅地を緑地に戻す必要があり、とりわけ土

地所有権の強い我が国においては、これを実現するため

の制度が必要不可欠である。こうした背景から 2004 年

には都市緑化法が制定され、緑化地域を都市計画決定す

ることが可能となり、緑化地域では建築基準関係規定と

して緑地率を指定することが可能となった。しかし、特

定の地域だけに厳しいゾーニング規制を課せば、緩やか

な土地利用規制の対象となっている土地所有者に比べ著

しい不公平が生じる可能性が高く、緑地率の指定だけで

都市緑地化を推進することは難しいと言わざるを得ない。 
従来、こうしたゾーニング規制に伴う不公平を解消

するための手段の一つとして、開発権取引が提案されて

きている。例えば、岩田(1988)は開発権取引の考え方を

海浜の埋め立て問題に活用し、「自然では食えない」と

開発に走る自治体に対して海浜保護に一定のインセンテ

ィブを付与する「譲渡性埋め立て権市場」の提案を行い、

Mills(1975)のモデル分析を参考にしながらその有効性

を明らかにしている。また、牛田・青山ら(2002)らは地

価関数を用いた分析を行い、地区内におけるダウンゾー

ニングと開発権取引の組合せが有効であることを明らか 
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にしている。さらに、土井(2004)は地価関数と意識調査

に基づくコンジョイント分析により、都心部と郊外の田

園地域との開発権取引によって田園地域の保全に一定の

インセンティブを付与できることを示している。 
 そこで、本研究では、この開発権取引を活用して都市

緑地化を推進するための方策について提案し、この制度

導入が都市活動に与える影響を事前に評価するための分

析モデルを開発することを目的とする。以下、２．では、

都市緑地化のための開発権取引の内容について説明し、

本研究の位置づけについて説明する。また、３．ではこ

の開発権取引の導入が土地市場に与える影響を定量的に

評価するための分析モデルの提案を行う。 
 
２．都市緑地化のための開発権取引 

 
（１）都市緑地化のための開発権取引 

 既に説明した通り、都市緑地法の施行によって緑化地

域には緑地率を指定することが可能となった。しかし、

地区によって異なる緑地率を指定した場合、厳しい緑地

率を指定された地区とそうでない地区の間に大きな不公

平が生じる。そのため、都市全体で一定の緑地率を定め、

すべての地区の土地所有者がその緑地率を達成しなけれ

ばならないものとする。しかし、都市内には、都心部の

ように土地需要が大きく緑地化の難しい地区もあれば、

郊外部のように比較的土地需要も小さく緑地化が容易な

地区もある。そのため、地方政府は各地区の土地所有者

に既存の開発面積から緑地面積を控除した面積を開発権

として与え、開発権の取引市場を創設して開発権の売買

を行うことを可能にする（図 1）。その結果、都心部の

土地所有者は開発権市場から開発権を購入すれば、保有

する開発権を超えた開発を行うことも可能になる。他方、

郊外部の土地所有者のように開発権を売却して緑地とし

て土地を保有した方が大きな利益が得られる場合には、

開発権市場に開発権を売却することになる。 
 

（２）開発権取引が土地市場に与える影響 

 都市緑地化のための開発権取引が導入された場合、都

市の土地市場にはどのような影響が発生するであろうか。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ 都市緑地化のための開発権取引 

 

図 2 はこの新たな制度導入前後で、都心部と郊外部の

土地市場がどのような影響を受けるのかを示したもので

ある。この新たな制度の導入によって、土地所有者には

これまでの土地サービスの供給量
0
iS から一定の緑地率

α を控除した面積の開発権 iS が与えられることになる。

ところが、土地所有者は開発権市場から開発権を価格

p で購入すれば土地サービスの供給が可能であり、そ

の結果、土地サービスの供給曲線は価格 p だけ上方に

シフトすることになる。そして、土地サービスの市場で

は、新たに需要量と供給量が一致するように取引価格

ir が決定される。このとき、都心部のように新たな土

地サービスの供給量 1S が開発権の配分量 1S を超える場

合には開発権市場から開発権を購入し、郊外部のように

開発権の配分量 2S が新たな土地サービスの供給量 2S

を超える場合には開発権市場に開発権を売却することに

なる。そして、開発権市場では開発権の需要量と供給量

が一致するように開発権の取引価格 p が決定されるこ

とになる。 
 
（３）本研究の位置づけ 

 このように都市緑地化のための開発権取引を導入した

場合、都市の土地市場では土地サービスの価格が変化す

ることになる。また、土地サービスの価格が変化すると、

土地需要者の行動も変化する。一般に都心部には多くの

従業者が集まり、その多くが郊外部に住宅を購入して郊

外部から都心部に通勤している。そして、これらの従業

者は土地サービスの価格と通勤費用のトレードオフ関係

を考慮して、どこに住宅を購入するかを決定しているた

め、土地サービスの価格が変化すると、従業者の通勤パ

ターンも変化することになる。本研究では、こうした従

業者の通勤パターンの変化についても考慮しながら、開

発権取引の導入が都市活動に与える影響を定量的に評価

するための影響評価モデルを開発する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２ 開発権取引が土地市場に与える影響 
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３．影響評価モデルの開発 

 
（１）基本的考え方 

 本研究では、２．で説明した都市緑地化のための開発

権取引を実施した場合に、都市の土地市場にどのような

影響が発生するか、また、これに伴って都市活動に如何

なる影響が発生するのかについて明らかにする。従来、

都市政策の変更が土地市場に与える影響を明らかにする

ために、土地市場を内生化した土地利用モデルの開発が

行われてきた。特に、土木計画学の分野では、交通施設

整備が都市の通勤行動に与える影響や、これに伴い沿線

の土地市場が受ける影響について分析を行ってきた。本

研究では、これら土地市場を内生化した土地利用モデル

を基本にしながら、都市緑地化のための開発権取引の影

響を分析する新たな土地利用モデルの開発を試みる。 
 

（２）開発権取引導入前の状況 

都市圏内をn個のゾーンに分割する。各ゾーンには１

つずつ土地サービス市場があり、需要 0
iD と供給 0

iS が

一致するように価格（地代） 0
ir が決まるものとする。

つまり、 

00
ii SD =    (1) 

このとき、需要関数については、（４）で詳しく説

明する。また、供給関数については、以下に説明する供

給者の利潤最大化問題から求める。供給者の費用関数を

)( 0
ii SC とすると、供給者の利潤は次のようになる。 

( )0000
iiiii SCSr −=π   (2) 

この一階の条件より、 

 ( )00
iii SCr ′=    (3) 

となり、この逆関数から供給関数を求めることができる。

例えば、限界費用関数を ( ) ( )max
00 SSSC iii −−=′ γ （γ 、

maxS はパラメータ）とすると、供給関数は次のようにな

る。 

0max
0

i
i r

SS γ
−=    (4) 

 

 

（３）開発権取引導入後の状況 

開発権取引の導入後についても、土地サービスの市

場では需要 iD と供給 iS が一致するように価格 ir が決ま

るものとする。 

ii SD =     (5) 

また、新たに創設された開発権取引市場でも需要∑
i

iS

と供給∑
i

iS が一致するように価格 p が決まるものとす

る。 

∑∑ =
i

i
i

i SS    (6) 

 このとき、土地サービス市場の需要関数については、

（４）で詳しく説明する。また、土地サービス市場の供

給関数、開発権取引市場の需要関数と供給関数について

は、以下に説明する供給者の利潤最大化問題から求める。 
 開発権取引の導入により土地サービスの供給者には供

給量 0
iS の一定割合α を緑地化することが義務づけられ

る。このとき、供給者に割当てられる開発権 iS は次の

ようになる。 

( ) 01 iii SS α−=    (7) 

また、開発権取引の導入により土地サービスの供給

者はこの開発権を市場で売買することが可能になる。そ

のため、土地サービスの供給者は割当てられた開発権を

すべて市場に供給し、土地サービスの供給 iS に必要な

開発権を新たに市場から調達するものと考える。このと

き、土地サービス供給者の利潤は次のようになる。 

( ) iiiiii pSSCSpSr −−+=π  (8) 

この一階の条件より、 

( ) pSCr iii +′=    (9) 

となり、この逆関数から土地サービスの供給関数を求め

ることができる。例えば、（２）と同じ費用関数を仮定

すると、土地サービスの供給関数は次のようになる。 

pr
SS

i
i −

−=
γ

max
   (10) 

このとき、開発権の供給は式(7)で与えられる iS 、また、



開発権の需要は式(10)で与えられる iS となる。 

 

（４）土地サービスの需要関数 

土地サービスの需要については、ゾーン間で完全に

独立なものとは考えられず、相互に密接な依存関係を持

つことが予想される。本研究では、各ゾーンで働く従業

者の居住地選択と土地サービスの消費を考慮することに

より、この土地サービスの需要を求める。 

まず、各ゾーンで働く従業者 jH は最も高い効用の得

られるゾーンを居住地として選択するものと仮定する。

このとき、ゾーン j の従業者がゾーンi で消費を行った

時に得られる効用は次の確率分布に従うものとする。 

ijijij uu ε~~ +=    (11) 

ここで、 iju は確定項（後述の式(14)により定義され

る）、 ijε~ は独立で同一のガンベル分布に従う確率項

（最頻値0、分散パラメータ jβ ） 

このとき、ゾーン j の従業者がゾーンi を居住地として

選択する比率 ijp 及びその人数 ijx は次のようになる。 

( )
( )∑

=

l
ljj

ijj
ij u

u
p

β
β

exp
exp   (12) 

jijij Hpx =    (13) 

次に、ゾーン j の従業者がゾーンi に居住した時に得

られる効用 iju を求める。従業者は土地サービスとその

他の消費財を消費するものとし、その効用関数が次の

Cobb-Douglas型関数で与えられるものとする。 

( ) ( ) jij
ijijij zdu αα −= 1    (14) 

ここで、 ijd は土地サービスの消費量、 ijz はその他消費

財の消費量、 jα はパラメータ 

このとき、効用最大化問題を解くと、それぞれの消費量

は次のようになる。 

( )
i

ijjj
ij r

tI
d

−
=
α    (15) 

( )( )
Z

ijjj
ij p

tI
z

−−
=

α1   (16) 

ここで、 jI は所得、 ir は土地価格、 Zp はその他の消費

財の価格、 ijt は通勤費用 

 したがって、ゾーンiの土地サービスの需要は次のよ

うになる。 

∑∑ ==
j

jijij
j

ijiji HpdxdD  (17) 
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